
ー テクノロジー・メディア・テレコム業界の状況とソニーの経営改革

http://home.kpmg/jp/kpmg-insight


1    KPMG Insight Vol.47

注 目 の 記 事

POINT 1

TMT業界各社に対する期待
COVID-19をはじめとする環境変化に自
らを適応させるとともに、DXや5Gを通
して顧客や社会に対してどのような価
値提供の機会があるのかを考えます。

POINT 2

ソニーはいかにして事業構造を転
換させたのか

エレクトロニクス事業の競争激化による
業績悪化を受けて、ソニーは新たな強
みの構築に注力しました。その過程を
振り返ります。

POINT 3

ソニーの事業構造転換を成功に導
いた3つの思考

2010年代を通してのソニーの経営改革
には、基本的かつ長期的視点が不可
欠な3つの成功要因が貫かれていました。
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Ⅰ

COVID-19影響下のTMT 
業界の課題と事業機会

2020年初頭より世界各国へ伝播した
COVID-19感染の影響は、2021年に入っ
てもなお継続しています。TMT業界の各企
業は、ロックダウンによる社員の出社へ
の制約やサプライチェーンの寸断といっ
た事態に見舞われましたが、ネットワーク・
IT技術の活用によりCOVID-19の存在を
前提とする新しい勤務形態やビジネスモ
デルの構築に取組み、相対的には影響を
軽微に抑え、新たな事業機会を創出する
といった例も多く見出すことができます。

DXの推進により、自らの環境変化への
適応を図ることはもちろんのこと、顧客とし
ての消費者やすべての産業の各企業に対
しても同様に、DXの効用、経済価値をも
たらすイネーブラーとしての役割が期待さ
れている業界といえるでしょう。
この 業界 は、G A FA M（G o o g l e、

Amazon、Facebook、Apple、Microsoft）、
BATH（Baidu、Alibaba、Tencent、Huawei）
といったプラットフォーマーとの関係性をど
のように捉えるかが極めて重要です。各国
の規制動向やプラットフォーマー自身によ
るデータ活用のガバナンス強化の方向性
を注視し、競争戦略および協業方針を練っ
ていくことが、これまで以上に必要になる
と考えられます。そこで以下では、テクノロ
ジー、メディア、テレコムそれぞれの業界の
現状と今後の方向性について概観します。

1. テクノロジー業界

2020年前半は、部品供給の停滞を主
因とする生産拠点の稼働停止や商品・サー
ビスの需要動向の不透明感から、業況の
先行きに慎重な見方を示す企業が多数
を占めました。しかし後半に入ってからは、
比較的早期にサプライチェーンが回復し
たことに加えて、リモートワーク体制構築
のための関連製品やITソリューションの導
入、巣ごもり需要に伴う大型テレビなどの

耐久消費財の販売回復により、テクノロ
ジー業界の業績はおおむね順調に推移し
ています。
しかしながら、COVID-19の再度の感染

拡大リスクや米中摩擦などの地政学リス
クから、引き続き販売サイドまでを含めた
サプライチェーンの保持、BCP（Business 

Continuity Plan；事業継続計画）の備えに
最大限の注意を払う必要があります。
テクノロジー業界は、今後もDXの取組

みを自らの体質強化に向けてはもちろん
のこと、顧客へのソリューション提供の担
い手となることが期待されています。たとえ
ば、NECや富士通などは ITソリューション
のなかで一貫して企業のDX取組みの支援
を強化していますし、三菱電機や日立製
作所、パナソニック、ソニーなどもそれぞれ
重点を置くファクトリー、社会インフラ、
メディア・エンタテインメントなどの顧客基
盤に対して、新たな技術導入を提案し、社
会貢献を果たそうとしています。COVID-19

対策として三密（密集、密接、密閉）の状
況を回避する無人化、リモート化などコ
ンタクトレステックと呼ばれる技術の導入
がそれを活かすデータ分析技術とともに、
従来の想定をはるかに上回るペースで進
んでいるのは、その好例といえるでしょう。
加えて、2050年カーボンニュートラルに

向け、再生可能エネルギー、蓄電池への
技術開発・投資を改めて加速させる動き
も明確になってくると予想されます。一方
で、これら社会変革における事業機会は、
GAFAMなどのプラットフォーマーも着眼し
ていることは間違いありません。自社の注
力領域検討に際しては、彼らと競うのか、
避けるのか、それとも組むのかの見極めが
不可欠となります。

2. メディア業界

COVID-19の影響が生じる以前のデジ
タル化対応レベルが、現在の業況を二分
しています。
感染第一波における緊急事態宣言の終

了に伴い、ライブイベント、コンサート、映

画劇場公開などの再開が試みられました
が、集客数の制約などによって、リアルの
ビジネスは依然として厳しい状況が続い
ています。AR技術などを活用した無観客
でのオンラインライブ配信など意欲的な
取組みも始まっていますが、裾野の広い業
界を支えるには一段のブレークスルーが
必要といえそうです。一方で、巣ごもり需要
を捉えたOTT（Over-The-Top）事業者によ
る動画配信、音楽ストリーミングサービス
は活況を呈し、リアルが厳しいコンテンツ
業界を支える構図となっています。
広告業界においても、二極化の傾向は

同じです。出稿企業のマーケティングは「外
出・遠出」関連は低調、「自宅・近場」関連
は復調し、新聞・テレビなどの既存媒体
は低調の一方、インターネット広告は好
調という状況が続いています。
ただし、この産業の前提として良質なコ

ンテンツの存在があることにはいささかの
変化もありません。いかに良質なコンテン
ツの創出・制作を継続させるか、またいか
にそれを顧客に届けるのか。その本質に、
各事業体の今後の業況が左右されるもの
と考えられます。
従来、映画、テレビ、音楽などの制作現

場は、数多くのアーティストやスタッフの
集積によって行われていました。それを、リ
モート、バーチャル環境で代替・成立させ
るための技術開発・トライアルは、すでに
始まっています。前述の新しいイベント実
施・マネタイズの場創出と合わせて、テク
ノロジーおよびテレコム企業の貢献・事業
機会開拓が強く求められています。
また、電通や博報堂などの大手広告代

理店においては、顧客企業のメディアバイ
イングに加えてマーケティング領域のDX

コンサルティングの訴求を始めており、今
後の動向が注目されます。
こうした戦略検討にあたり、テクノロジー

業界同様、GAFAMなどプラットフォーマー
との関係性の見極めが重要であることはい
うまでもありません。
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Focus  ：  テクノロジー・メディア・テレコム業界の状況とソニーの経営改革

3. テレコム業界

モバイル通信事業者へのCOVID-19の
マイナス影響は限定的です。むしろ中長
期的に見ると、リモートやオンラインによ
るビジネス活動の活発化によりDX需要が
加速し、プラスとなると見込まれます。

2020年 3月末に各社が開始した5Gの
通信サービスへの影響として、関連イベン
トの中止、オリンピック・パラリンピックの
延期に加え、中国の製造工場の稼働停
止等による5G対応 iPhoneの販売遅延や
ネットワーク機器の投資後倒しが心配さ
れました。しかし、iPhone12シリーズの発
売は1ヵ月程度の遅れで順次開始され、
今では増産の方向にあります。インフラ整
備も、キャリア各社とも当初より前倒しの
計画を発表しています。これらのことから、
テレコム業界においては、COVID-19の影
響はリカバリーフェーズに入っているといえ
るでしょう。
高速大容量・高信頼低遅延・同時多接

続という5Gの特性は、IoTやAIなどと組み
合わせたソリューションとして真価を発揮
するため、法人の顧客向けのビジネス立上
げが期待されています。ファクトリー、社
会インフラといった業界それぞれの課題解
決に向けた通信ソリューションが提供さ
れる必要があり、ここで通信キャリア各社
とテクノロジー企業のパートナーシップに
よるB2B2Xモデルの構築・提供が求めら
れることになります。
メディア業界で触れた制作現場やライ

ブイベントに向けたソリューションを一例
として、各企業のDXの取組み、さらにはス
マートシティ構想まで、広く事業機会が
存在しているといえます。エンドユーザーと
して受益者となる各企業、イネーブラーと
してソリューションを提供するテクノロジー
企業、そして通信ネットワークを提供する
通信事業者、その三方に大きなベネフィッ
トをもたらすこの事業モデル取組みの成否
は、今後の日本の産業競争力を左右し得
るものとして注視が必要と考えます。
そこで次項では、テクノロジーおよびメ

ディア・エンタテインメント業界それぞれの
代表格であり、またその複合という独特の
事業体を形成しているソニーを取り上げ、
いかなる環境変化のなか、どのような経営
上の施策を打ち、現在のポジションを構
築したのかを振り返り、今後の企業経営
の方針検討に資するポイントの抽出を試
みることとします。

Ⅱ

ソニーの事業構造転換の 
取組み

ソニーの業況は、2018年 3月期に過去
最高の営業利益7,349億円を計上した後、
8,000億円超、利益率10％の収益性を継
続し順調に推移しています。COVID-19の
影響が広がった2020年4～6月期こそ、サ
プライチェーンの寸断や販売店の営業停
止、映画の劇場公開延期などを受け、慎
重な通期見込みを示しましたが、ゲームや
映像・音楽コンテンツのオンラインサービ
スでの販売拡張や高品位の有機 ELテレ
ビの販売好調などの追い風を受け、2021

年3月期の業績は直近の三期と同等かそ
れ以上に高い利益水準に着地すると見
込まれています。
これには、好調なゲーム事業の存在や

リカーリングビジネスへの転換の成功など
さまざまな要因が指摘されていますが、外
部環境変動への耐性が極めて高い事業
構造が確立されつつあると捉えることもで
きます。いうまでもありませんが、この体制
は一朝一夕に形づくられたものではありま
せん。永年の経営改革への尽力によって
構築されてきたものと認識する必要があり
ます。
本稿では、過去20年ほどの経営環境や

業績の推移、そこでいかなる取組みがなさ
れてきたのか。公開情報であるアニュアル
レポートとプレスリリースをベースに振り
返りながら、中核の成功要因を見出してい
きたいと思います。

1. エレクトロニクス産業の競争環境の
変化

まず、過去約 20年の連結業績の推移
を確認していきましょう。図表1に示すと
おり、ソニーは1998年 3月期に営業利益
5,202億円を達成後、2008年 3月期にも
一度、3,745億円の高水準の営業利益を
計上します。
しかし、その後は、2016年 3月期に回

復基調に乗るまで2度の赤字を含めて一
進一退の状況が続きました。なお、この
1998年 3月期、リーマンショックの影響
をも受けた最大の赤字2,278億円を計上
した2009年 3月期、そして2020年 3月期
の主な事業構成別営業利益は、図表1の
下段に示したとおり大きく変化しています。
この推移は、エレクトロニクスビジネス

のアナログ技術からデジタルへのシフトが
決定的となり、競争環境が大きく変動し
たなかでの業績悪化、およびそこからの脱
却を目指した構造転換のフェーズと、大
局的に2つのフェーズと捉えることができ 

ます。
2000年代のソニーのエレクトロニクス

事業が置かれた状況については多くの論
評・分析がなされているため、ここではごく
簡潔に総括します。当時のソニーが確立
させていた勝ちパターンは、音楽や映像を
記録するフォーマットを定め、それを楽し
むためのユニークなハードウェアをリリー
スし、ユーザーをロイヤリティ高く取り込
むというものでした。ビジネスモデルとして
は、音楽のCD、映像におけるDigital Video

カセットやブルーレイディスクなどの規格
に基づき、消耗品である記録メディアや音
楽・映像・ゲームのパッケージソフトを継
続的に販売するというもので、すでにリカー
リングの妙味を享受していたといってよい
でしょう。
それが、2 0 01年に発売されたアップ

ルの音楽プレイヤー iPod、20 03年に開
始された音楽配信サービス iTunes、さら
には 2007年に導入されたスマートフォン
iPhoneによって一変しました。ソニーはビ
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ジネスモデル間の競争環境に置かれ、従
来の勝ちパターンからの戦略転換を余儀
なくされることとなったのです。
記録媒体は、汎用品であるハードディス

クドライブと半導体メモリーへとシフトし、
永年蓄積したメカトロニクス技術をベース
に世界最小最軽量を謳うハードウェアを
ウォークマンやデジタルスチルカメラ、ビ
デオカメラのそれぞれに販売する機会はス
マートフォン一つに集約されていきます。一
定のクローズドな環境下でハード・ソフト
両面で収益を上げるビジネスモデルは、
デジタル技術の浸透によって購入部品の
組合わせで参入可能となるオープンな競
争環境に晒され、高い収益貢献が困難
な状況に帰結していったのです。
同様の流れは、もう一つの主力商品で

あるテレビの領域でも起こりました。中核
デバイスの液晶パネル製造には巨額の投

資が不可欠な一方、テレビの最終製品は
数多くの新規参入者による価格競争の構
図となりました。液晶の調達戦略を選択
したソニーのテレビ事業は、2005年 3月
期以降、10年累計で約 8,000億円の赤
字を計上することになり、重大な経営課題
を招く結果となります。

2000年代半ばまでのエレクトロニクス
の産業構造は、フォーマット規格から中
核デバイス、最終製品とソフトウェアまで
垂直統合型が中心でした。しかし、アップ
ルが確立したビジネスモデルにより急速に
水平分業化し、中核デバイスはサムスン
電子を筆頭とする集中的な投資戦略によ
り規模の経済が支配する世界に移行して
いきました。この時期、営業利益率1～4％
レベルを前後していたソニーの収益性は、
2009年3月期に営業赤字2,278億円と急
激に悪化し、抜本改革を模索する2010

年代を迎えることになります。

2. 再生を賭けた新たな中核ビジネスの
探求

業績の急激な悪化に直面したソニーは、
試行錯誤も含めてさまざまな経営施策を
打ち出していきますが、そこには以下の3つ
の思考が貫かれていたと考えます。
（1）  強みを発揮し得る事業領域を探求

する
（2）  競争関係と協業の可能性を常に考

える
（3）  改革に取組むにあたり、企業および

社員が醸成してきたカルチャー・価値
観をその拠り所に位置付ける

これらが相互に連携し、かつ一貫して保
持されたことで、現在の業況に繋がる成功
要因になり得たと考えられます。以下、時
間軸と合わせて確認、検証します。

2009年 3月期の決算発表と同時に強
調された施策は、まず徹底した固定費の
圧縮でした。先述のエレクトロニクス産業
の構造変化に対応するべく、製造事業所
の統廃合が進められ、2005年にグローバ
ルに65あった拠点が2010年には43拠点
となり、その後も不断の絞り込みが行わ
れています。引き続いて、継続的に取組む
べき事業、および研究開発であるか否か
の選択と集中の検討がなされ、VAIO、中
小型液晶、リチウムイオン電池の事業売
却や有機EL開発のスピンアウトなどが実
施されました。同時に、これらを支援して
いた本社や販売会社の固定費適正化も
実施されたことになります。2014年からは、
テレビをはじめとするエレクトロニクスの
各事業部門の分社化も進められ、事業運
営に対する一層のアカウンタビリティ強化
を通して、アセットのコントロールと収益
改善がより厳格に求められていきます。
これらの施策と並行して注力されたのが、

今後の競争環境のなかで強みを発揮して、
ソニーの再成長を牽引する事業領域・ビ
ジネスモデルを探索することでした。成長

図表1 ソニーの連結売上高と営業損益の推移

エレクトロニクス

ゲーム

音楽

20年3月期は半導体が2,356億円

09年3月期はその他に計上

映画

金融

その他

合計

3,140

1,170

540

360

200

-210

5,200

-1,681

-585

非開示

299

-312

1

-2,278

3,229

2,384

1,423

682

1,296

-559

8,455

98年3月期 09年3月期 20年3月期 備考

営業損益売上高

売上高（兆円） 営業損益（億円）

09年3月期はソニーエリクソン持分利益も計上

営業利益の主要ビジネスセグメント別構成の変化（単位：億円）

10

8

6

4

2

0

98
年

3月
期 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

21
年

3月
期

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

– 2,000

© 2021 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of independent 
member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.



5    KPMG Insight Vol.47

Focus  ：  テクノロジー・メディア・テレコム業界の状況とソニーの経営改革

が期待され、2012年にエリクソンとの合
弁持分を吸収して事業拡大に取組んだス
マートフォン事業も、2015年3月期には営
業権の減損を含め2,000億円強の営業
赤字を計上するなか、ソニーグループ全体
の屋台骨となり得る領域の選択肢は当時、
決して多くなかったと想像されます。
各種報道のとおり、現在のソニーの業

況を、ゲーム・音楽・金融におけるリカーリ
ングビジネスと、CMOSイメージセンサー
（以下、「イメージセンサー」という）が牽引
しているのは明確ですが、これらがいかに
選択され、現在のポジションを形成でき
たのかを可能な限り分析・想定し、参考に
し得る知見とすることが肝要と考えます。
そこで、基本的なフレームワークですが、
Customer／Competitor／Companyの三
軸で構成される3C分析で、当時のソニー
の戦略立案を想定してみたいと思います。
まず、Customerの軸ですが、いうま

でもなくソニーには従来からのロイヤル
ティの高い顧客層に加えて、ゲームの
PlayStationが醸成してきた熱心なゲーム
ユーザーというアセットが形成されつつあ
りました。これをいかに守り、拡げていくこ
とができるか。これが、最初の検討ポイン
トであったと考えます。
続いて、Competitorの軸ですが、先述

のアップル、サムスン電子に加えて、すで
にGAFAMが強力なプラットフォーマーと
してその地位を確立しつつあったことから、
競争関係が徹底的に検討されたものと想
像します。その結果、自ら同様のプラット
フォーム構築で対抗することは避け、ある
特定領域で絶対的な強みを有するレイ
ヤーマスターとなることを目指す、および顧
客との関係性強化のために彼らを利用す
ることを選んだといえるでしょう。音楽や電
子書籍の配信サイトの立上げを起点に自
らプラットフォーマーとなることも検討され
ていたと推測しますが、有限なリソースの
なか、自社が強みを発揮できる領域を突
き詰めたうえで冷静に経営判断されている
ものと考えます。

3つ目のCompany、すなわち自社の能

力ですが、2013年のPS 4導入に向けて、
まず直接の競合であるマイクロソフトの
Xboxに勝り、かつ近い将来にクラウドゲー
ムに本格参入することが自明のGAFAに対
し、いかに先手を打つか。そのためのハー
ドウェア構成とネットワークサービスの在
り方が徹底して検討されました。ゲームソ
フトというIP（Intellectual Property）の強み
をいかに活かすかと並行して、音楽・映画
で蓄積してきたコンテンツIPをさらに強化
し、どのように利活用していくか。すなわち
Customerに届けていくかが検討され、大
手音楽出版会社の買収、そしてGAFAを含
めた音楽配信サイトやストリーミング事
業者に対するオープンなコンテンツ提供
という判断に繋がったものと考えます。も
う1つの集中領域となったイメージセンサー
については、10年レンジでの技術開発ロー
ドマップが精緻に検討され、競合を圧倒
するケイパビリティが構築可能との経営
判断を得たものと想像します。
このような戦略検討の結果、強みを確

立させると意思決定した領域に対して集
中的な資本投下がなされました。図表2に
示すとおり、音楽出版会社EMIの完全子
会社化への3,900億円超の出資、イメー
ジセンサーへの7,000億円レベルの設備
投資など、全体戦略の成否をかけた判断
を下しており、重要な成功要因になったと
いえるでしょう。
こうした集中領域の選定と資本投下に

よって、ゲームはネットワークサービスの
月間アクティブユーザー数が1億人レベ
ル、売上高がハードウェアのそれを上回る

水準に成長し、将来のCompetitionに向
けたCustomer基盤強化を進めることがで
きています。音楽は世界最大級のコンテン
ツIP保有者として、ストリーミングによって
再成長する市場でのリカーリングを実現
し、年間1,000億円超の営業利益を創出
する事業体となりました。引き続き、ゲー
ム、音楽、映画、アニメのコンテンツ IP強
化と融合を図り、D2Cサービスを通した
Customer囲い込みに注力するものと考え
られます。また、イメージセンサーは、研究
開発と製造設備への継続投資によって、
アップルをはじめとするスマートフォンの
CompetitorをロイヤルCustomerに転換す
ることに成功しました。市場シェアの過半
を押さえることで、ゲームと同水準の営業
利益を計上するに至っています。プラット
フォーマーとの関係性の観点では、2019

年に発表されたクラウドゲームとイメージ
センサーにおけるマイクロソフトとの協業
をどのように進めていくのか、今後の試金
石として注目していきたいと思います。
本稿で詳しくは触れませんが、いち早く

D2Cのビジネスモデルを確立し、年1,000

億円規模の営業利益をもたらす金融事業
が、2010年代をかけたソニーの事業転換
を一貫して支え続けていたことは改めて評
価されるべきと考えます。一方、エレクトロ
ニクスビジネスは固定費適正化と共に、
ハイエンド商品に特化して収益性の回復
を追求した結果、テレビは15年3月期より
黒字化、スマートフォンもブレークイーブ
ン水準まで回復しており、Customerがコ
ンテンツIPを楽しむインターフェースとして、

図表2 主な大型投資・買収案件

時期 事案 投資・出資額

12年 ソニーエリクソン持分 10.5億ユーロ

18年 EMI完全子会社化 約 3,900億円

18～20年 イメージセンサー設備投資 3年累計 6～7,000億円

20年 金融事業完全子会社化 約4,000億円

20年 米アニメ配信会社買収 約1,200億円
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引き続き高付加価値な商品・サービスの
創出を目指していくと考えられます。
ここまで2009年 3月期以降、10年強の

再生に向けた取組みを考察してきました。
最後に、3つ目の成功要因として挙げた企
業文化が、どのように作用したのかを確認
していきます。
ソニーでは、現在、グループ全体に共通

するPurpose（存在意義）を「クリエイティビ
ティとテクノロジーの力で、世界を感動で
満たす。」と定めたうえで、各ビジネスユニッ
トごとに適切なVisionを定義して事業運
営を行っています。こうしたグループ内の
方向性やベクトル合わせは少しずつアジャ
ストして進められていますが、社員一人ひと
りが「自分たちはソニーという遊びやエンタ
テインメントのための商品・サービスを創
る会社に入った。それは家電やインフラと
いった生活に不可欠な存在ではないかも
しれないが、ソニーの一員として世の中に
インパクトを与える何かを生み出していき
たい」と、おおむねこうした意識を持ってい
ると言われています。もちろんB2Bの事業
部門もありますが、それも放送局やアーティ
ストの活動を支援する製品や技術を提供
していますので、上記の思いは共通するとこ
ろがあります。

2000年代のエレクトロニクスの産業構
造が変化する過程では、テレビやPC、半
導体を切り離して産業向けB2Bに特化し
ていくフィリップスやシーメンスをベンチ
マークすべきとの考え方が主流であったと
認識しています。その方向が正しい選択肢
だった企業がある一方で、ソニーはあくま
でも音楽、映像、そしてエンタテインメント
の領域で強みを見出そうとしました。その
動機付けは、構成する社員の意識から必
然だったと考えます。それがゆえに、長期間
の事業構造転換の過程にあっても、エン
ジニアを中心とする社員のモチベーション
は保たれ、現在の状況を生み出す原動力
であり続けたのではないかと想像しています。

3. 事業ポートフォリオ構築の成果とな
お残る課題

ここまで述べてきたように、ソニーは
2000年代から2010年代半ばまでアナロ
グからデジタルへのシフトに苦しみ、さら
にはコングロマリットディスカウントとの
批判にも晒されてきました。アクティビスト
ファンドの米サード・ポイントには、2013

年に音楽・映画、2019年には半導体の分
離独立の要請（2019年は金融事業の持
分売却を含む）を受けてきたほどです。し
かし、ソニーが自ら考え抜いて強みを発
揮できると判断した事業を保持し、継続
強化してきた結果として、複数の高収益ビ
ジネスユニットで形成されるレジリエンス
能力の高い事業体が確立されつつありま
す。米中摩擦などの地政学リスクによって
ネガティブなインパクトを受ける事業が
あったとしても、他の主要ビジネスがそれ
をカバーして一定の収益水準、事業継続
性を保持できる構図です。これは、前述し
た3つの思考によって自らのDXを実行して
構築した新たな強みです。今後、ソニーに
はイネーブラーとして、そのケイパビリティ
を伝播させる動きが期待されています。
その1つの方向性として、従来からのR

＆Dの基軸の「リアリティ」「リアルタイム」
に「リモート」を加えた「3Rテクノロジー」を
2020年より打ち出しました。COVID-19の
影響長期化が不可避の状況下、リモー
ト環境下で従前どおりの高品位なコンテ
ンツ制作を可能とする「バーチャルスタジ
オ」、営業活動や重要会議に対面同等の
臨場感をもたらし得る「テレプレゼンス」と
いったソリューションのグループ内展開を
進めています。今後、こうしたテクノロジー
を自らに対してだけでなく、D2CおよびB2B

の顧客に対しても展開し、ニューノーマル
のライフスタイル形成に積極的な貢献を
図っていくものと考えられます。
さまざまな側面から経営改革に取組ん

でなお、多くの経営課題は残っていますし、
外部環境は今後も激しく変化していくこと
は間違いありません。映画の劇場公開先

送りの累積は再開時の競合激化のみなら
ず、パッケージソフトやストリーミングで
の販売開始遅れとあわせて、中期レンジ
での業績インパクトは避けられない見通し
です。また、多額の損失を計上するカテゴ
リーはほぼ解消できたとはいえ、エレクトロ
ニクスのコモディティ化の流れは変わりま
せん。引き続き、固定費適正化の観点は
事業運営に不可欠といえます。加えて、現
在の利益創出の柱であるゲームとイメー
ジセンサーは、いずれも有力Competitor

の動きが活発です。したがって、これまでと
同様かそれ以上に強みを探求し、リソー
ス投下を継続する必要があるでしょう。
新たなビジネスカテゴリーの創出・ロー

ンチも引き続き重い課題です。エレクト
ロニクスビジネスとしては、まだ定まってい
ないポストスマートフォンのユーザーイン
ターフェースを、なんとしても創出したいと
ころでしょう。また、Purposeに照らし合わ
せると、自動車車内のエンタテインメント
を中核とするモビリティ、スポーツとテク
ノロジーを融合させた新たなコンテンツの
創出、AI技術を最大限活かしたエンタテ
インメントロボティクスといった領域から、
次のチャレンジがなされるものと推測され
ます。

Ⅲ

ソニーにおける成功要因の 
総括

本稿の最後に、20年にわたるソニーの
事業構造転換を推進したと考えられる3つ
の要因を改めてまとめておきます。
（1）  強みを発揮し得る事業領域を探求

する。自ら考え抜き、長期レンジでの
取組み・投資の継続を覚悟すること。
データを中心にエコシステムを形成
するプラットフォーマーの存在を意識
し、特定領域のレイヤーマスターとな
ることを目指す。並行してリソースの最
適配置、固定費適正化を意図する構
造改革を実行し、強みの確立に向け
た投資が可能な体質保持を励行する。
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（2）  競争関係と協業の可能性を常に
考える。1つの思考軸としてプラット
フォーマーとの競争を念頭に、他社
との協業を含めた施策によってレイ
ヤーマスター形成を追求する。それを
梃子に競合だったプラットフォーマー
を利用、場合によっては組むことも可
能なポジショニングを図っていく。

（3）  改革に取組むにあたり、企業および
社員が醸成してきたカルチャー・価値
観をその拠り所に位置付ける。

ソニーの場合は、(1)の思考の結果とし
て、イメージセンサーへの継続投資、ゲー
ム・音楽・金融のリカーリングモデルへの
注力が選択されましたが、これは永年の
グローバルな競争で得た経験値や洞察
を戦略立案のフレームワークに組み込ん
だうえ、意思決定されたものと考えます。
2000年代のアップルやサムスン電子との
競合から、彼らのエコシステムの形成ア
プローチや設備投資の意思決定のスピー
ド感を、厳格にSWOT分析に反映し、注
力すべき事業領域を定めたのでしょう。ま
た、従前の垂直統合型のエレクトロニク
スビジネスからの脱却が不可欠であったこ
と、および(1)の思考によって注力領域とそ
れ以外の判断を明確にしたことで、(2)の
協業志向に大きく舵を切り、ユーザー志
向でマーケットインの発想が前提のD2C

サービスでの成功に直結したと考察してい
ます。そして、これらの施策に取組む際の
原動力となったのは、社員および組織の
根底に流れる(3)のPurpose（存在意義）、
Values（価値観）です。この3つの要因が相
互に連携したことによって、現在の事業構
造の構築に至っていると総括します。
テクノロジー企業がメディア・エンタテ

インメントの領域に積極的に取組み、メ
ディア・エンタテインメント企業もまた市
場プレゼンス強化に向けてテクノロジー
の取込みを図る、さらにテレコム企業がす
べてに共通のバックボーンとして浸透して
いくという産業構造転換が現在進行形で
進むなか、本稿が関連業界に身を置かれ

る皆様の事業展開検討の一助となること
がありましたら幸いです。
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Appendix

CFOサーベイ　 
COVID-19特別版

1. CFOサーベイ概要

KPMGジャパンは、これまでに経験した
ことのない試練に直面した企業の戦略の
変化などを把握するため、2020年10月に
日本の上場企業のCFOを対象に「CFOサー
ベイ COVID-19特別版」（以下、本サーベ
イ）を実施しました。
本稿では、テクノロジー・メディア・テレ

コム業界に絞って、本サーベイ結果に見
られた特徴と背景について考察します。

2. テクノロジー業界

COVID-19によりかつてない危機に見舞
われ、これまでにない変化を求められまし
た。その影響の大きさは、「コロナ禍を受
け対応の必要性が高まった項目」として、
テクノロジー業界のCFOの94％が「変化や
危機に対する柔軟な対応」を挙げたこと、
その比率が全業界のなかでも最も高かっ
たことが示しています。

COVID-19による影響の特徴は、自然
災害と異なり、生産設備の損害は被らな
かったものの、国境を越えた人の移動が
制約され鎖国状態となり、経済活動に負
の影響を及ぼしていることです。

COVID-19による制約が長期化するなか、
テクノロジー企業は2つの課題に直面して
います。
第1の課題は、地政学的な観点も含め

たグローバルサプライチェーンの最適化
です。本サーベイでも「中国への集中を
改め、他のアジアへシフトを検討」する動
きが見られました（図表1参照）。中国は
COVID-19の流行源である一方、調達や生
産の依存度が高く、生産・サプライチェー
ンの寸断による影響を受けたためです。
ただ、この動きが即「脱中国」となるわけ

でもないとも考えます。あくまで中国への
過度な依存をリスクととらえ、過度な部分

を複数購買、複数拠点生産などBCP的な
観点から中国以外に振り向け、「適正な
依存」に最適化する取組みと見るのが適
切です。
国を跨いだ最適な生産拠点網・サプラ

イチェーン構築のためには、調達・生産・
物流効率のみならず、各種規制や税制（特
に移転価格税制）などの検討も行う必要
があります。生産・サプライチェーンの再構
築までは行わない場合でも、感染症や地
政学的リスクの顕在化などの自然災害以
外の事由で人やモノの移動が制約を受

けた場合の影響分析とBCPプランの検討
は必要です。
第2の課題は、海外マネジメントの遠隔

管理・リモート化と、現地化をいかに進め
ていくかというものです。
従来、日系企業の多くは、日本からリー

ジョン本部や各現地法人に日本人メン
バーを赴任させ、マネジメントを行ってき
ました。

COVID-19により人の流れが制約を受け
る状況下でも、機動的に現地ビジネスを
進め、本社が必要なコントロールやガバ
ナンスを発揮するには、日本からの間接統
治を可能とするビジネス基盤と意思決定
を支援する各種プラットフォームの整備
が必要となります。その必要性は、本サー
ベイにおいて経理財務業務のなかで実行
中・検討中の施策として「グループ統一の
システム導入」を挙げたテクノロジー企業
のCFOが42％と、他業界の約2倍に達し
たことからもうかがえます（図表1参照）。
このテーマは過去数十年にわたって言

い古されてきたテーマでもありますが、海
外拠点、特に買収会社などへの徹底は優
先劣後して取り残されてきました。決算早
期化の障壁要因として認識はされながら
も、手処理で何とか対応してきたというの
が現実だったのです。しかし、人による手
処理に頼りにくくなったCOVID-19の影響
により、今後はシステムのグローバル共通
化などの経営管理基盤のデジタル化、DX

化が一層進展すると思われます。
テクノロジー企業における「DX化の進展」

には2つの意味があります。1つはテクノロ
ジー企業自らがDX化を進めること、もう1

つは、他業界に対してDX化を進めるため
のツール・ソリューションを提供するイネー
ブラーとなることです。
従来、テクノロジー企業のライバルは同

業のテクノロジー企業であり、幅広い分
野にR＆D投資を行い、自前で揃えた総
合的な製品・ソリューションのラインナッ
プで競争を行ってきました。
ところがデジタル化の進展により、R＆D

や製品上市への障壁が下がった結果、テ

グローバル最適コストの
生産体制へのシフト

生産体制の中国集中を改め、
他アジアへシフト

テクノロジー企業

全体

35%

32%

48%

16%

図表1 テクノロジー企業の動向①

コロナ及び貿易摩擦を踏まえ、現時点で実行
中または検討中の施策があれば選択してく
ださい。（複数選択）

コロナ禍を受け、貴社のBCPへの今後の取
組みについて、あてはまるものを最大３つ選
択してください。（複数選択）

海外グループ会社へのBCPの拡大・展開

テクノロジー企業

全体

42%

21%

経理財務業務において現時点で実行中また
は検討中の施策があれば選択してください。
（複数選択）

グループ統一のシステム導入

出典：KPMG CFOサーベイCOVID-19特別版
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クノロジーはテクノロジー企業の専売特
許ではなくなり、GAFAのような非テクノロ
ジー企業がテクノロジーをもって特定の
市場を席捲するようになりました。テクノ
ロジー企業のライバルは、もはやテクノロ
ジー企業だけではないのです。
このような競争環境のもと、他業種との

オープンイノベーションを促進し、イネー
ブラーとしての立ち位置を築くことは、テク
ノロジー企業として勝ち抜くための戦略の
1つとなるでしょう。

3. メディア業界

コロナ禍にあって、ネットを用いたコン
テンツビジネスは好調な一方、映画やラ
イブなどのリアルビジネスは不調という二
極化傾向にあります。そのようなメディア業
界にあって、本サーベイでは以下の3つの
特徴が見られました（図表2参照）。
①  新規事業開発やM＆Aへの取組み意
向が高い

② ノンコア事業売却の動きが見られる
③ リーダーではなく実務スタッフが不足

新規事業開発やM＆Aへの旺盛な取組
み意向は、リアルビジネスを抱える伝統的
メディアを中心に生き残りをかけた構造
変革への必要性を、メディア企業自身が
認識していることの表れでもあります。あわ
せてノンコア事業売却への意向も顕著に
見られますが、これは構造変革の原資確
保の動きであるとも推測されます。
人材不足については、「リーダーではなく

実務スタッフが不足」との回答が他業界
の3倍に達しているのも特徴的です。これ
は、従前からの人手による創作・制作活動・
スキル等に課題があることを示唆していま
す。構造変革の主なテーマとなるであろう
リアルビジネスのDX化、特に疑似体験化
（VRなど）等を担うデジタル人材の確保が
急務といえるでしょう。

4. テレコム業界

COVID-19による短期的な影響として、
通信事業においては携帯端末の売上が減
少し、先行きの不透明感にみまわれました。

Withコロナ・Afterコロナの世界において、
リモート化やオンライン化のさらなる進展
が予測されることはプラス要因です。
一方で政府からの圧力等を背景とした

価格競争の激化による携帯通信事業の
トップライン減少は避けらないとも予測さ
れることから、今後は5G等の巨額投資が
必要なインフラを競合他社と共用にする
などの投資効率の向上やコスト削減によ

る利益率向上への取組みが求められます。
非通信事業では、ペイメント事業を中

心としたグループ企業による経済圏拡大
や新事業モデルへの変換を図る必要があ
ります。
そのようなテレコム業界にあって、本サー

ベイでは以下の3つの特徴が見られました
（図表3参照）。

図表3 テレコム業界動向

テレコム企業

全体

50%

29%

グループ全体のガバナンス上の課題として重
要性が高まったものがあれば選択してくださ
い。（複数選択）

業務の可視化

テレコム企業

全体

35%

11%

既存投資先の売却・再編や新規M&A機会の
発掘に際しての懸念について選択してくださ
い。（単一選択）

人手不足（有能な推進リーダーはいるが実務
スタッフが不足）

テレコム企業

全体

43%

27%

コロナ禍で実行中または検討中の人事労務
領域の施策があれば選択してください。（複
数選択）

人事考課（パフォーマンス管理）の見直し

出典：KPMG CFOサーベイCOVID-19特別版

図表2 メディア企業動向

メディア企業

全体

47%

32%

ノンコア事業の売却

33%

メディア企業

全体

33%

11%

M&A機会を発掘する動きがある場合、本格
的に動くことが想定される時期について選択
してください。（単一選択）

既に開始済み（または常時新規案件を積極
的に探している）

コロナ禍で実行中または検討中の事業の再
編領域があれば選択してください。

（複数選択）

既存投資先の売却・再編や新規M&A機会の
発掘に際しての懸念について選択してくださ
い。（単一選択）

人手不足（有能な推進リーダーはいるが実務
スタッフが不足）

出典：KPMG CFOサーベイCOVID-19特別版
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① 業務の可視化への取組み意向が高い
②  事業再編、新規事業拡大に向けた人
材が不足

③ 人事考課の見直し機運が高い

新しい取組みの推進や事業モデルの実
現のためには、まず新旧複数事業を効率
的に管理可能な業務のデジタル化が必
要です。またデジタル化に際しては、現状
業務の可視化も不可欠です。そのうえで
新しい事業を支える人材確保への取組み
が求められます。従来ビジネスで求められ
るコアコンピタンスのみを基にした人事評
価や処遇を見直し、市場価値の高い人
材を獲得可能な競争力のあるものとしてい
く必要があります。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMGジャパン テクノロジー・メディア・
通信セクター

 Sector-Japan@jp.kpmg.com

関連情報

KPMGジャパン テクノロジー・ 
メディア・通信コンテンツ

ウェブサイトでは、インダストリーに関連する情報
を紹介しています。

http://home.kpmg/jp/ja/home/industries/
technology-media-telecommunications.
html
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